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告   示 

◎新潟県告示第1111号 

身体障害者福祉法（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師を次のとおり指定した。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

氏 名 
担当する 

医療の種類 
従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 

指定 
年月日 

告示事項 

三浦 雅樹 小児科 国立病院機構新潟病院 柏崎市赤坂町３－52 H26.7.1 

第15条第

１項の医

師に指定

した 

高橋 雄一 小児科 国立病院機構新潟病院 柏崎市赤坂町３－52 〃 〃 

大田 健太郎 神経内科 国立病院機構新潟病院 柏崎市赤坂町３－52 〃 〃 

金丸 明子 耳鼻咽喉科 長岡赤十字病院 長岡市千秋２－297－１ 〃 〃 
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笠原 壮 神経内科 長岡赤十字病院 長岡市千秋２－297－１ 〃 〃 

長野 央希 内科 新潟県立小出病院 魚沼市日渡新田34 〃 〃 

小松原 孝夫 小児科 長岡療育園 長岡市深沢町2278－８ 〃 〃 

阪本 琢也 内科 津南町立津南病院 津南町大字下船渡丁2682 〃 〃 

濱 孝憲 耳鼻咽喉科 津南町立津南病院 津南町大字下船渡丁2682 〃 〃 

堀田 真之介 外科 長岡赤十字病院 長岡市千秋２－297－１ 〃 〃 

澁谷 航平 脳神経外科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

藤木 伸也 循環器内科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

野々村 頼子 耳鼻咽喉科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

阿部 秀晴 耳鼻咽喉科 上越総合病院 上越市大道福田616 〃 〃 

髙橋 千晶 脳神経外科 糸魚川総合病院 糸魚川市大字竹ヶ花457－１ 〃 〃 

渡辺 祐紀 小児科 糸魚川総合病院 糸魚川市大字竹ヶ花457－１ 〃 〃 

岩﨑 恵美子 耳鼻咽喉科 富永草野クリニック 三条市興野２－11－28 〃 〃 

堀 好寿 内科 新潟県立十日町病院 十日町市高山32－９ 〃 〃 

奥村 理恵 小児科 新潟県立十日町病院 十日町市高山32－９ 〃 〃 

奥村 剛 整形外科 新潟県立十日町病院 十日町市高山32－９ 〃 〃 

小山 眞 外科 老人保健施設 愛宕の里 五泉市村松1409－１ 〃 〃 

馬場 洋徳 耳鼻咽喉科 佐渡総合病院 佐渡市千種161 〃 〃 

酒井 直子 神経内科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

五十嵐 遼子 眼科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

奧山 直樹 小児外科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

水澤 隆樹 泌尿器科 新潟県立中央病院 上越市新南町205 〃 〃 

岩城 孝和 外科 長岡中央綜合病院 長岡市川崎町2041 〃 〃 

 

◎新潟県告示第1112号 

身体障害者福祉法施行令（昭和25年政令第78号）第３条第２項の規定により、次の医師は、身体障害者福祉法

（昭和24年法律第283号）第15条第１項の規定による医師の指定を辞退した。 
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平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

氏 名 
担当する医療 

の種類 

従事する病院又は 

診療所の名称 
所在地 辞退年月日 

関根 光雄 整形外科 関根整形外科医院 長岡市本町２－１－12 H26.6.1 

 

◎新潟県告示第1113号 

計量法（平成４年法律第51号）第19条第１項の規定により、村上市の特定計量器定期検査を次のとおり実施す

る。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 検査の対象となる特定計量器 

 計量法施行令（平成５年政令第329号）第10条第１項第１号に規定する特定計量器 

２ 定期検査を行う期日、場所及び区域 

検査日時 検査場所 検査区域等 

８月25日（月） 午後１時から４時まで 新潟漁業協同組合山北支所 村上市全域 

８月26日（火） 午前９時から正午まで 寒川生活改善センター 

午後１時から４時まで 桑川水産物荷捌所 

８月27日（水） 午前９時から正午まで 

午後１時から４時まで 

新潟漁業協同組合山北支所 

８月28日（木） さんぽく会館 

８月29日（金） 午前９時から正午まで 

午後１時から３時まで 

朝日総合体育館 

９月１日（月） 午後１時から４時まで 村上体育館 

９月２日（火） 午前９時から正午まで 

午後１時から４時まで 

村上市勤労青少年ホーム 

９月３日（水） 

９月４日（木） 

村上体育館 

９月５日（金） 

 

午前９時から正午まで 

午後１時から３時まで 

９月８日（月） 午後１時から４時まで 

９月９日（火） 

９月10日（水） 

９月11日（木） 

午前９時から正午まで 

午後１時から４時まで 

岩船連絡所 

神林農村環境改善センター 

村上市荒川支所 

９月12日から平成

27年３月13日まで。

ただし、土・日曜日

及び祝日並びに12

月29日、12月30日、

12月31日、平成27

年１月２日を除く。 

午前９時30分から正午まで 

午後１時から３時30分まで 

新潟県計量検定所 上記の未受検者 

特定計量器の所在の場所 特定計量器検定検査規則 

（平成５年通商産業省

令第70号）第39条第１項

に規定する特定計量器 

 

３ 実施機関 

 新潟県指定定期検査機関 一般社団法人新潟県計量協会 

 

◎新潟県告示第1114号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第84条において準用する同法第18条第16項の規定により、新発田市の加治

川沿岸土地改良区連合から次のとおり役員が退任した旨の届出があった。 

平成26年７月18日 

新潟県新発田地域振興局長 

１ 退 任 
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 理事 新発田市五十公野4802番地の甲      木下 誠一 

 退任年月日 平成26年６月30日 

 

◎新潟県告示第1115号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）第18条第16項の規定により、新発田市の五十公野土地改良区から次のとお

り役員が就任及び退任した旨の届出があった。 

平成26年７月18日 

新潟県新発田地域振興局長 

１ 就 任 

 理事 新発田市上内竹438番地        仲川 重平 

                      （理事長） 

 〃   〃  諏訪町３丁目６番19号    長谷川堅司 

 〃   〃  五十公野1928番地甲     齋藤 常雄 

 〃   〃  古寺99番地               藤間 信孝 

 〃   〃  五十公野5140番地          平野 眞市 

 監事 新発田市五十公野4904番地５     髙橋 寅男 

 〃   〃  下内竹449番地            加藤 研一 

 就任年月日 平成26年７月１日 

２ 退 任 

 理事 新発田市五十公野4802番地の甲    木下 誠一 

                      （理事長） 

 〃   〃  新発田市上内竹438番地    仲川 重平 

 〃   〃  諏訪町３丁目６番19号    長谷川堅司 

 〃   〃  五十公野1928番地甲     齋藤 常雄 

 〃   〃  古寺99番地               藤間 信孝 

 監事 新発田市五十公野4904番地５     髙橋 寅男 

 〃   〃  丑首149番地             肥田野武喜 

 退任年月日 平成26年６月30日 

 

◎新潟県告示第1116号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次のとおり土地改良事業計画を認可した。 

平成26年７月18日 

新潟県新潟地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 
新規変更

の別 
認可年月日 根拠条文 

五泉市木越600番地１ 

早出川土地改良区 

五泉市 

天神浦地区 

区画整理事業 新規 平 成 26 年 

７月９日 

第48条 

 

◎新潟県告示第1117号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次のとおり土地改良事業計画の変更を認可した。 

平成26年７月18日 

新潟県上越地域振興局長 

事業主体の所在・名称 地区名 事業名 新規変更の別 認可年月日 根拠条文 

上越市 

関川水系土地改良区 

関川水系 維持管理事業 変更 平成26年７月８日   第48条 

 

◎新潟県告示第1118号 

土地改良法（昭和24年法律第195号）に基づき、次のとおり土地改良事業計画の変更を認可した。 

平成26年７月18日 

新潟県佐渡地域振興局長 
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事業主体の所在・名称 地区名 事業名 
新規変更

の別 
認可年月日 根拠条文 

 佐渡市 

 国府川左岸土地改良区 
国府川左岸 維持管理  変更 平成 26年７月７日 第 48条 

 

◎新潟県告示第1119号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第６条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害警戒区域として指定する。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 区域の表示 
土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

鷺巣町(2)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鷺巣町(3)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鷺巣町(1)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

横枕町(1)地区 長岡市横枕町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

太田川支渓地区 長岡市横枕町 次の図のとおり 土石流 

沢口沢地区 長岡市平 次の図のとおり 土石流 

（「次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第1120号 

土砂災害警戒区域等における土砂災害防止対策の推進に関する法律（平成12年法律第57号）第８条第１項の規

定により、次の区域を土砂災害特別警戒区域として指定する。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

１ 長岡地域振興局管内 

区域の名称 区域の所在地 

区域の表示及び当該自然

現象により建築物に作用

すると想定される衝撃に

関する事項 

土砂災害の発生原因とな

る自然現象の種類 

鷺巣町(2)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鷺巣町(3)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

鷺巣町(1)地区 長岡市鷺巣町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

横枕町(1)地区 長岡市横枕町 次の図のとおり 急傾斜地の崩壊 

沢口沢地区 長岡市平 次の図のとおり 土石流 
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(｢次の図」は省略し、その図面を新潟県土木部砂防課及び新潟県長岡地域振興局地域整備部に備え置いて縦覧

に供する｡) 

 

◎新潟県告示第1121号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成26年７月18日 

新潟県上越地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成26年７月３日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

妙高市柳井田町２丁目56番８、56

番８先水路・道路 

5.58～5.79 42.32 

 

◎新潟県告示第1122号 

建築基準法（昭和25年法律第201号）第42条第１項第５号の規定により、道路の位置を次のとおり指定した。 

平成26年７月18日 

新潟県上越地域振興局長 

１ 指定道路の種類 

 第42条第１項第５号の規定による指定に係る道路 

２ 指定の年月日 

 平成26年７月９日 

３ 指定道路の位置等 

位     置 幅員（メートル） 延長（メートル） 

糸魚川市東寺町３丁目847番４の

内 

5.9 30.83 

 

 

◎新潟県告示第1123号 

新潟県財務規則（昭和57年新潟県規則第10号）第196条の規定により、新潟県指定金融機関等の名称、位置及び

事務取扱区分（昭和60年４月新潟県告示第1334号）の一部を次のとおり改正し、平成26年7月22日から実施する。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 

第３号の表中 

「 糸魚川信用組合   〃 糸魚川市  

 五泉信用組合    〃 五泉市  

 太陽信用組合    〃 阿賀野市  

 塩沢信用組合    〃 南魚沼市 」 

を 

「 糸魚川信用組合    〃 糸魚川市  

 さくらの街信用組合  〃 阿賀野市  

 塩沢信用組合     〃 南魚沼市 」 

に改める。 

 

公   告 

予算の公表について（公告） 

平成26年７月11日新潟県議会において議決された平成26年度新潟県一般会計補正予算、企業会計補正予算の要
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領は、次のとおりである。 

平成26年７月18日 

新潟県知事  泉 田  裕 彦 
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病院局公告 
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一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、近赤外線カラーカメラシステムについて、次

のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月18日 

新潟県立がんセンター新潟病院長 佐藤 信昭 

１ 入札に付する事項 

(1) 購入等件名及び数量 

  近赤外線カラーカメラシステム  一式 

(2) 調達案件の仕様等 

  入札説明書による。 

(3) 納入期限 

  平成26年11月28日（金） 

(4) 納入場所 

  新潟県立がんセンター新潟病院 

(5) 入札方法 

  落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

 該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

 で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

 金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札参加資格 

(1) 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当しない者であること。 

(2) 指名停止期間中の者でないこと。 

(3) 新潟県物品入札参加資格者名簿の営業種目「機械類」に登載されている者であること。 

(4) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

(5) 新潟県暴力団排除条例第６条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者と社会的に非難されるべき関係を 

 有する者でないこと。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 951－8566 

  新潟県新潟市中央区川岸町２丁目15番地３ 

  新潟県立がんセンター新潟病院経営課 

  電話番号 025－266－5111 内線2313 

(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から前記３(1)の交付場所で交付する。 

４ 入札、開札の日時及び場所 

  平成26年７月28日（月）午前10時 

  新潟県立がんセンター新潟病院 がん予防総合センター３階研修室Ａ 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

  日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

  免除する。 

(3) 契約保証金 

  契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県 

 病院局管理規程第５号。以下「規程」という｡)第186条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(4) 入札の無効 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ 

 を無効とする。 

(5) 契約書作成の要否 要 

(6) 落札者の決定方法 

  本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札者であって、規程第197条の 
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 規定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とす 

 る。 

(7) 契約の停止等 

  当該調達に関し、苦情申立てがあったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

(8) その他 

 ① 契約の締結に際しては、「暴力団等の排除に関する誓約書」を提出しなければならない。（提出がないと 

  きは、契約を締結しない場合がある｡) 

 ② 詳細は入札説明書による。 

 

一般競争入札の実施について（公告） 

地方自治法（昭和22年法律第67号）第234条第１項の規定により、新潟県立十日町病院総合病院情報システム調

達仕様等検証業務委託について、次のとおり一般競争入札を行う。 

平成26年７月18日 

新潟県病院事業管理者 若月 道秀 

１ 入札に付する事項 

  (1) 購入等件名及び数量 

   新潟県立十日町病院総合病院情報システム調達仕様等検証業務委託 一式 

(2) 調達案件の仕様等 

   入札説明書による。 

(3) 履行期間 

   契約締結の日から平成26年10月10日まで 

(4) 入札方法 

   落札決定に当たっては、入札書に記載された金額に当該金額の100分の８に相当する額を加算した金額（当 

  該金額に１円未満の端数があるときは、その端数金額を切り捨てるものとする｡)をもって落札価格とするの 

  で、入札者は、消費税及び地方消費税に係る課税事業者であるか免税事業者であるかを問わず、見積もった 

  金額の108分の100に相当する金額を入札書に記載すること。 

２ 入札に参加する者に必要な資格 

(1) 次のいずれにも該当しない者であること。  

ア 地方自治法施行令（昭和22年政令第16号）第167条の４の規定に該当する者 

イ 指名停止期間中の者 

ウ 民事再生法（平成11年法律第225条）第21条第１項の規定による再生手続開始の申立てをした者又は同条

第２項の規定に基づく再生手続開始の申立てをされた者 

エ 会社更生法（平成14年法律第154号）第17条第１項の規定による更生手続を開始した者又は同条第２項の

規定に基づく更生手続開始の申立てをされた者 

オ 新潟県暴力団排除条例（平成23年新潟県条例第23号）第２条に定める暴力団、暴力団員又はこれらの者

と社会的に非難されるべき関係を有する者 

(2) 病院運営に精通し、その分野のコンサルタント業務を専業としている者であること。また、各種システム、

医療機器及び医療材料等の販売事業を行っておらず、常に公正及び中立な立場で業務を遂行できる者である

こと。 

(3) 過去５年以内に、200床以上を有する国公立病院において、同種業務の実績が３件以上有する者であること。

ただし、単に病院施設整備又は運営計画策定に関する調査若しくは企画等を目的としたコンサルタント業務

は実績から除外する。 

(4) 業務遂行に必要な各種法令に基づく許可、認可又は免許等を受けた者であること。 

(5) 本調達に係る入札説明書の交付を受けていること。 

３ 入札説明書の交付場所等 

(1) 入札説明書の交付場所、契約条項を示す場所及び問い合わせ先 

  郵便番号 950－8570 

  新潟県新潟市中央区新光町４番地１ 

  新潟県病院局業務課 

  電話番号 025－280－5705 

  Ｅメール ngt400020@pref.niigata.lg.jp 
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(2) 入札説明書の交付方法 

  本公告の日から平成26 年７月25日（金）まで前記３(1)の場所で交付する。 

４ 入札及び開札の日時及び場所 

   平成26年７月29日(火)午後２時00分 

   新潟県庁行政庁舎16階入札室 

５ その他 

(1) 契約手続きにおいて使用する言語及び通貨 

   日本語及び日本国通貨 

(2) 入札保証金 

   入札時に入札金額に消費税及び地方消費税を加算した額の100分の５に相当する金額以上の金額を納付する

こと。ただし、新潟県病院局財務規程（昭和60年新潟県病院局管理規程第５号。以下「規程」という。）第196

条第３項第１号又は第３号に該当する場合は、免除する。 

(3) 契約保証金 

   契約金額の100分の10に相当する金額以上の金額とする。ただし、規程第186条第３項第１号又は第３号に

該当する場合は、免除する。 

(4) 入札者に要求される事項 

   この一般競争入札に参加を希望する者は、前記３で交付する入札説明書に基づき、会社概要又は会社概要

がわかる会社パンフレット等を平成26年７月25日(金)午後５時00分までに提出しなければならない。 

   なお、提出された書類について、説明を求められた場合は、これに応じなければならない。 

(5) 入札の無効 

   前記２に示した一般競争入札の参加資格のない者がした入札及び入札に関する条件に違反した入札はこれ

を無効とする。 

(6) 契約書作成の要否 要 

(7) 落札者の決定方法 

   本公告に示した一般競争入札の参加資格を有すると契約担当者が判断した入札であって、規程第197条の規 

  定に基づいて設定された予定価格の制限の範囲内で最低価格をもって有効な入札を行った者を落札者とする。 

(8) 契約の停止等 

   当該調達に関し、苦情申立があったときは、契約を停止し、又は解除することがある。 

  (9) その他 

   詳細は入札説明書による。 
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